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■4群（モバイル・無線）- 4編（無線 LAN，無線アクセス，近距離ワイヤレス） 

Y 章 光無線通信 
 
 

（執筆者：若森和彦）[2011 年 6 月 受領] 

■概要■ 

 光無線通信は，我々が日常的に使用している放送や携帯電話の電波と同じ電磁波の一種であ

る光（波）を伝送媒体として，自由空間を伝搬させて相手側に情報を伝達する仕組みを有する

ものである．それは，我々の生活環境の中で最もありふれた無線通信手段であるため，あまり

意識されることはないが，「リモコン」や携帯電話の「赤外線通信」も光無線の応用事例の一つ

である．更にその利用は，宇宙空間での応用まで広範囲にわたる．また，光波は人間が認識で

きる可視光及びその前後の広い範囲を含む． 
 そこで本章では，双方向で情報を伝達するシステムの構成要素の 1 手段としての光無線通信

にフォーカスした解説を行うことにする．なお，赤外線データ通信と可視光通信に関しては別

章にて詳細な紹介が行われるため，本章では，近赤外域の光を使って既に実用化されたシステ

ムや研究開発が進められているシステムを中心とした，技術概要や応用及び動向について解説

する． 
 
【本章の構成】 

 本章では，Y-1 節「光無線通信の概要」でその歴史，特徴，技術，システムトポロジー，回

線設計を述べた後，光無線通信の応用（Y-2 節），標準化と安全性（Y-3 節）について解説する． 
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■4群－4編－Y章 

Y-1 光無線通信の概要 
（執筆者：若森和彦）[2011 年 6 月 受領] 

 
Y-1-1 光無線通信の歴史 

 光無線通信の起源は非常に古く，狼煙（烽火）を使って遠距離まで情報を伝えることが各地

で行われていた．その仕組みは，非常に単純な 1 ビット通信であるが，現在使われている光通

信（技術的には大きな進歩を遂げているが）と本質的にほとんど差はない．また，フランス革

命期以後のヨーロッパでは，Telegraph（腕木通信）と呼ばれるイメージ通信システム（100 語

程度のパターン認識ができ，分速 100 km 以上の伝達速度と言われている）が電信の発明まで

広く使われていた 1)．そして，光学技術をベースにした近代における光無線の起源は，電話の

発明者であるベル（A. G. Bell，米国）の“Photophone（光電話）”の発明であると言われており，

電話の発明から僅か 4 年後，1880 年のことである 2)． 
 光無線の伝送媒体である光波は，電波に比べて周波数が桁違いに大きいため，電波と異なる

物理特性を有する．そのため，電波と同じように光波を無線媒体として扱うためには量子論的

制御が必要であり，自由に制御できる人工光源も必要となるため，光無線の技術は遅々として

進展しなかった．それでも 1960 年代初めレーザの登場と同時に通信への応用が検討されはじ

め，当時の電電公社（現在の NTT）が中心となり様々な通信実験が行われた 3),4)．しかし，光

波伝搬を行う屋外自由空間における減衰 5),6) は，大気中の霧や雨の水滴，煙霧，スモッグなど

により著しく増加するため，通信回線として十分な安定性を得ることが不可能であるとの結論

に至った．そうしたなか，1970 年に半導体レーザ（LD）の室温連続発振と 20 dB/km という当

時としては驚異的な低損失光ファイバの開発が行われた結果，伝送媒体として光を使う通信の

研究は光ファイバ通信に向かい，光無線技術は宇宙・軍事分野といった，一部での研究開発を

除き忘れられた存在となっていた． 
 1990 年代になると通信を取り巻く社会環境は大きく変わり，コンピュータネットワークの

進展とインターネットの爆発的普及による通信量の指数関数的増大が始まった．更に，携帯電

話の普及に象徴される，無線通信の需要増大は電波の周波数帯域不足を招き，同時に通信に対

する要求にも構造的変化をもたらしてきた．こうした変化を背景に光無線通信は，電波とは異

なる光を伝送媒体として使うための特徴，他の電子機器や電磁波との非干渉性，空間的に容易

に閉じ込められる局在性，非常に大きな周波数資源でありながらライセンスが不要である点，

更にはファイバ網との接続性，すなわち大容量伝送路が手軽に構築できることなどが認識され，

その利用分野が広がってきた 7)～9)．現在，光無線通信は，ファイバ通信（Optical Communication）
と区別して FSO（Free Space Optical Communication）と慣用的に呼ばれている． 
 
Y-1-2 光無線通信の特徴 

 光無線システムの特徴を一言で表現すると，光ファイバと無線の 2 面性を有するシステムと

言える．閉じた空間（導波路）を使う光ファイバ通信と自由空間を伝搬させる光無線通信は，

基本的に同じ技術の上に成立している．また一方で，同じ電磁波である電波を使った無線通信

と回線の特長や設計思想が多くの点で共通している．他方，光波の物理的特性に由来する違い
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も存在し，そこに光無線通信の特徴が生じる． 
 電磁波において，3000 GHz 以上の周波数領域は電波法で言う電波ではなくなるため，光波

領域を使う通信は無線局免許が不要で自由に使用できる．また，その物理的特性から直進性が

強く，遮蔽による伝搬範囲の限定が容易であり，他の電磁波との相互干渉も考慮する必要がな

い．更に，大容量通信が可能で共通の技術の上に成り立っている光ファイバ通信との親和性に

優れている． 
 すなわち，光無線通信は見通し内に限定されはするが，それゆえ高いセキュリティを有した

大容量回線を自由かつ簡易に構築できる手段である． 
 
Y-1-3 光無線通信の技術 

 光無線通信の基本的なシステム構成は，図 1･1 に示すように光ファイバ通信におけるファイ

バ部分を切断し，そこにアンテナ光学系を取り付けた構造となっている． 

 
図 1・1 光無線通信の基本システム 

 光源には LED や LD，VCSEL が用いられ，光信号の受信用検出器には Pin-PD や APD が使

われる．既に実用化されている装置においては，800 nm 帯の波長が多く使われている．これは，

安価で大きな出力パワーが得やすく，比較的高速変調できる光源があり，大きな受光面積が得

やすい安価なシリコン系検出器が利用できるためである．最近では，目に対する安全性と大容

量通信のためファイバ通信と同じ 1550 nm 帯も使われる．アンテナ光学系部分は，大小様々な

レンズ，フィルタ，スプリッタなどの光学部品が使われ，送受信光の拡散，送信制御や集光，

合分波などが行われる．変復調及びインタフェース部（IF 部）では利用用途に応じた信号レベ

ルの変換が行われ，接続される各機器との間で信号の授受が行われる．電波の場合，無線側で

は用途や通信速度などに応じて様々な変調方式が用いられるが，光無線通信ではほとんどの場

合ファイバ通信と同様に強度変調方式が使われている．使われるデバイスの組合せは，通信速

度や適用距離，利用形態によって変わり，装置のコストやスケール，特長に大きな相違が現わ

れてくる． 
 通信距離が短い屋内利用や通信速度が遅い場合には，送信用デバイスとして LED が使われ

ることが多い．送信光学系の簡素化や光の拡散，強いパワーを必要とする場合，複数個ないし

アレイ状に LED を並べて利用する．LED は，発光面のサイズが大きいため，網膜上で小さな

集光点にならず，目に対する安全性に優れている．これに対して，光ビームの拡がりを抑え高

速で長い距離の通信を行う屋外光無線通信では，一般的に LD や VCSEL が使われる．通信速

度では，100 Mbps 辺りが使い分けの境界となる．そのため，屋外利用の場合でも通信速度 100 
Mbps 程度，通信距離 100 m 程度までは LED が利用されることも多い．近年，LED 照明の普及

に伴い可視光通信に注目が集まるのも，照明用 LED を通信インフラに利用できる可能性があ

るためである． 
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図 1・2 光無線通信における追尾機構例 

 一方，光無線通信に特有の技術として捕捉・追尾（いわゆる光軸を合わせ保持する技術）が

ある．すべての装置がそれを具備しているわけではないが，衛星間や屋外など遠隔 2 点間での

利用の場合，設置環境や伝搬路の大気擾乱による変動の影響を減じて光軸を保持するため適用

される．また，屋内利用の場合には，容易に相手局を探索するためなどの理由により本技術が

適用される．光軸サーボと呼ばれる本技術は，常に対向する光無線装置へ向けた光ビームの放

射方向を一定に保つように，外乱の大きさ，向き，速度などを検出してその影響を補償する動

作を行うため，ビーム到来位置検出とサーボ駆動機構により構成される．図 1･2 は偏光角によ

る送受信光分離による 1 軸光学系での動作例を示している．受信光の一部を 4 分割の位置検出

素子に導き，そこでの誤差信号が零になるように角度制御ミラーを駆動させ，送信ビームを常

に相手側装置の光軸に一致させる．双方が独立にこの動作を行い安定した追尾を実現する． 
 
Y-1-4 システムトポロジー 

 光無線方式の重要なポイントは，光通信の特性と無線の使い勝手を如何にマッチングさせる

かにある．光無線通信システムの構成は，接続形態と光の拡散（範囲）具合により図 1･3 に示

すような 3 種類の基本的トポロジーに分類される．拡散-拡散系は，無線システムと同様に情

報のキャリアである光を拡散させ，複数局間との接続（N：N 接続）の実現，相手局の捕捉な

ど取扱いを容易にするものであるが，光の損失やマルチパス干渉など性能確保が非常に難しく，

伝送制御も複雑であるため，リモコンや光マイクなどの片方向伝送以外ではほとんど実用化さ

れていない．拡散-非拡散系は，拡散側の損失による通信範囲の制約があるが，Ethernet の SW-
HUB と端末の関係のように 1：N のスター型接続が構成でき，屋内光無線 LAN の標準的なト

ポロジーとなっている．非拡散-非拡散系は光無線通信の基本形であり，性能確保やコスト面

で有利である．更に，光の拡がりを制御することで光軸のアライメントが問題となるが長距離

通信も可能であり，様々な用途で多くの装置が実用化されている． 
 また，接続の柔軟性や収容局数を拡張するため光学デバイスによる時間・空間分割や符号分
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割を用いた多元接続の検討も行われている 10),11)． 

 
図 1・3 光無線 LAN の伝送トポロジー 

 
Y-1-5 回線設計 

 他の無線通信と同様に，光無線通信の回線設計も送信電力と最小受信電力及び伝送損失から

設計される．送信電力は，安全性（特に眼に対する）の観点から送出される光の強度が制約さ

れる．最小受信電力は，受光デバイスの種類と通信レート，変調方式など受信回路を含む SN
比特性で決定される．伝送損失は，空間への拡散度（拡がり角）と受信光学系の効率で決定さ

れる．この光の拡がりによる損失は，光無線通信で非常に大きな部分を占め，システムの適用

範囲や性能，使い勝手を大きく左右する．送受信電力差からこの損失を引いた残りがシステム

マージンとなり，装置の利用形態によってマージンの設定に大きな違いが現れる． 
 屋内利用のように短い距離では，光の拡散損失以外の伝搬路上での損失は考慮する必要がな

いため，適用範囲内における光強度のムラを補償する程度のマージン（数 dB）があればよい． 
 一方，屋外で利用する場合には，大気状態による各種の擾乱要因を考慮したマージン設計が

必要となる．一つは大気構成分子による吸収・散乱である．光無線通信で使われる波長域に存

在する主な吸収要因は，水と酸素によるものであり，一般にはこの吸収帯を避けた波長が選択

されている．散乱は，雪や降雨による幾何光学的散乱によるものと霧や霞によるミー散乱が主

となる．特に霧や霞の粒径は光の波長に近くなるため，その散乱，吸収によって失われるエネ

ルギーが大きくなり，屋外光無線通信において最も影響を及ぼす事象となる．しかしながら，

気象現象は複雑であり，特定の事象で光波減衰を推定することは困難である．そこで，これら

の事象すべてを包含して光の減衰を表す尺度として「視程」が使われる．視程の累積分布確率

と光無線リンクの稼働率に関しては多数の実証実験が行われ，装置のマージンが与えられれば

視程の累積分布確率が計算できる地域での光無線リンクの稼働率が推定できることが示され

ている 12),13)． 
図 1･4 は，1990 年から 99 年の 10 年間の東京における視程の累積分布確率である．この図か

ら，東京都内で光無線の稼働率を 99.99 %以上としたい場合，最小視程距離約 420 m で動作で

きればよいことが分かる．したがって，装置に必要なマージン X は，視程 V を使った簡易式

〔X＝13/V〕を適用する 6),14) と，運用距離が 1 km では約 31 dB，500 m では約 15.5 dB あれば

よいことが分かる． 
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図 1・4 東京における視程の累積分布確率（1990～1999 年：大手町気象台データ） 

 このほかに，大気中を伝搬する光は大気屈折率変動により，受信端でのビーム波面に変動を

受ける 15)．なかでも屋外光無線通信に強い影響を及ぼすものがシンチレーションと呼ばれる強

度揺らぎである．この強度揺らぎは屈折率揺らぎの多重散乱効果として説明され，送信エネル

ギーの一部を受信する系で受信 SN 比の大きな変動を引き起こす．受信点に到達した光ビーム

径と受光アンテナ径の比が大きいほど顕著であり，追尾の安定性などにも影響を与える．ただ

し，現在利用されている光無線リンクは，TCP/IP プロトコルが主に使われ，瞬間的なリンク断

の時間は通常数ミリ秒であるためよほど頻発しない限り運用上支障は生じない．しかし，移動

体など高精度の追尾が要求されるシステムやアンテナ開口が小さいシステムにとっては重要

な課題となっている． 
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■4群－4編－Y章 

Y-2 光無線通信の応用 
（執筆者：若森和彦）[2011 年 6 月 受領] 

 
Y-2-1 屋内利用 

 屋内での光無線通信の代表的利用例として光無線 LAN システムがある．天井や壁に設置さ

れるサテライトと机上端末との間に，有線と同等の 100 Mbps の通信を 1：N のスター構成で実

現する STD-T50 規格 16) に適合したシステムが実用化されてきた 17)．こうしたシステムは，光

の持つ局所性，セキュリティと安全性に優れた特徴を活かして，官公庁や学校，病院などを中

心に利用されてきた．更に近年では，工場や倉庫内などでの制御・データ収集系統でも従来の

個別で低速な信号伝送系統からネットワークの統合

が進みつつあり，耐ノイズ特性の点からも光無線が注

目されている．特に，移動体との通信では，ワイヤの

通線は煩雑であり，障害発生の要因となりやすいこと

から無線伝送路が望まれている．また，同様の理由で

エレベータ内との通信，監視映像伝送や情報伝達手段

として光無線の利用が増加してきている．図 2･1 は，

エレベータでの利用イメージである．エレベータボッ

クスとエレベータシャフト内部の上端または下端に

取り付けられた光無線装置で，ボックス内部への情報

提供や監視カメラ映像の伝送を行う． 
 ホームユースの例では，大画面壁掛け TV とチュー

ナー間の映像信号伝送が注目されており，その被伝送

信号は HD-TV 信号であるため 1 Gbps 以上の高速伝

送が要求される．光無線の場合非圧縮送信が可能で，

外部への漏洩の心配がなく，コンテンツ保護の面から

もメリットが大きいと期待されている．また最近で

は，LED 照明に通信機能を持たせる研究開発が進みつ

つある 18)． 
 
Y-2-2 屋外利用 

 屋外利用の光無線システムは，当初から映像伝送など，広い周波数帯域を必要する無線通信

を補完するための研究開発が行われてきた 19)．現在，適用距離は数 10 m から数 km の範囲に

及び，通信速度は数 Mbps から数 Gbps まで，多種多様な製品が存在するが，基本的構造は 2 地

点間を 1：1 で接続する形態である． 
 主要な用途としては，公道，鉄道，河川などを跨ぐビル間で WAN 回線より安価で高速なネ

ットワークを簡易に構築するために利用されることが多かった．それが近年，地域的なイント

ラネット網への適用や監視カメラ網への適用，移動体通信の基地局アクセス，またデバイド地

域へのアクセス回線としての応用などその利用が拡大してきた 20),21)．また，災害時の臨時回線

 
図 2・1 エレベータでの利用イメージ 
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としては，2001 年の 9.11 テロや中越地震の際のネットワーク確保に貢献したことはよく知ら

れている．その他，交通管制システムや ITS（Intelligent Information and Communication Systems）
などの社会インフラの一部としての利用 22) や工事現場での装置制御・監視データ伝送，無人

搬送システムなどにも利用が拡がってきている．図 2･2 に地域的イントラネットの例として，

平成 10 年から総務省と文部科学省との共管プロジェクトとして実施されたいわゆる「学校イ

ンターネット」で使われた光無線システムによるネットワーク構成事例を示す．本プロジェク

トでは，無線アクセスの一種として全国各地域で利用され（256 回線中 93 回線），回線設計通

り稼動結果が得られたことが示されている 23)． 
 宇宙空間は，当初から光無線通信の主要ターゲットであり，様々な検討や実験が行われ，近

年では衛星間光無線通信実験の成功も報告されている 24)．更には，惑星間通信への応用が検討

されており，火星との間に光無線リンクを構築する計画が NASA を中心に進められている 25)． 

 

図 2・2 地域イントラ網的利用事例 
高知県における「学校インターネット」の光無線ネットワーク構成． 

 
Y-2-3 新しい光無線通信方式の研究開発 

 従来の光無線方式は，Y-1-3 項で示したように有線と無線のインタフェース間で光-電気変換

を介してきたが，この方式では，WDM 伝送や 10 Gbps 超の伝送など進展著しい光ファイバシ

ステムに対応していくことが困難となってきた．そこで SMF から入力された信号光をファイ

バアンプで増幅し直接空間へ放射し，受信側では光学系で集光した信号光を直接SMFへ戻す，

光電気変換を介さない方式が提案されてきた 26),27)．しかしながら，受信信号光をモードフィー

ルド径 10 µm の SMF コアに集光し続けることは，大気擾乱や装置の振動，歪みなど従来の光

無線ではあまり考慮する必要のなかった要因までが大きな影響を及ぼすため，安定した通信路

を維持することは困難であった．早稲田大学を中心としたプロジェクトチームは，高速応答可

能な超小型 2 軸ガルバノミラーを追尾システムに用いて 28)，SMF への集光を安定化させるフ

ル光接続型の光無線通信装置を開発し，東京都内 1 km で長期の実証実験を行い，初めて安定
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した WDM 伝送や 10 Gbps 通信を実証した 29)．その後，本方式を使った 40 Gbps×32 波長多重

による 1.2 Tbps 通信実験も報告されている 30)．更に，大阪大学と早稲田大学のチームは，本方

式を Radio on Fiber に適用する RoFSO（Radio on FSO）の研究開発を行い，WLAN や ISDB-T，
3 GPP 信号などの無線サービス信号伝送を実証し，光ファイバと無線通信を融合したユニバー

サルプラットフォームへの適用の可能性を示した 31),32)．図 2･3 に 4 波の RF 信号を RoFSO シ

ステムで 1 km 伝送したときの受信信号スペクトルと ISDB-T 12 seg.信号のコンスタレーション

及び WLAN 802.11g のスペクトルマスクテストを示す． 
 更に近年では，補償光学技術を追尾システムに応用する検討 33) や，高速追尾を用いた光無

線通信を衛星だけでなく地上の高速移動体との通信に応用する試みも行われている 34)． 

 
図 2・3 受信信号スペクトルと信号解析例 
（ISDB-T constellation map, WLAN802.11g spectrum mask） 
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■4群－4編－Y章 

Y-3 標準化と安全性 
（執筆者：若森和彦）[2011 年 6 月 受領] 

 
Y-3-1 標準化の動向 

 光無線通信は，電波法の規制対象外であるため利用波長や用途に関して特段の規制はない．

しかし，光無線通信システム推進協議会では，光無線通信システムの相互接続性や干渉を避け

るため，ARIB STD-T50 として標準化を進めてきた．当初（1997 年）は 10 Mbps の屋内用光無

線 LAN を対象としたものであったが，2006 年の第 3 版では 1 Gbps の屋内外でのシステムも対

象としたものに拡張され，2009 年には可視光通信コンソーシアムと共同で対象波長を可視光

領域まで拡大した第 4 版が制定された 16)． 
 国際電気通信連合（ITU）でも光無線に関する検討が始まり，ITU-T では，光無線の運用上に

おける妨害や相互干渉を排除するための勧告（Recommendation G.640）35) を承認した．ITU-R
でも固定通信分野（W5C）で日本とフランスが中心となり，光無線システムの特性と運用に関

する技術報告文書 36) が作成された．更に，2010 年には日本から新しい光無線方式の提案を本

文書に追加する提案が行われている． 
 他の光無線に関連する規格としては，(社)電子情報技術産業協会（JEITA）が定めるリモコ

ンやオーディオ関係の光無線伝送に関する規格（CPX-1209，CP-1205A，CP-1208，CP1209 
http://www.jeita.or.jp/japanese/public_standard/）がある 37)．このなかには，物理層である光伝送部

の規格として，副搬送波のキャリア周波数やバンド幅，データ伝送方式などが定められている． 
 しかしながら，これらはお互いが保護されているわけではない．供給者側は，利用波長など

に注意して相互干渉が生じないように留意していると思われるが，意図的に不正な使い方を行

った場合には，妨害光となる場合もある．今後，可視光通信も含め様々の光無線リンクが我々

の身近に存在する可能性が出てくる．そうした場合，相互干渉を回避するため，広範囲な標準

化検討を行う必要がある． 
 
Y-3-2 光無線通信の安全について 

 光無線を運用するに当たって注意すべきは眼に対する安全性である．光無線システムの放射

光強度は，照明や太陽光に比べると遙かに微弱であるが，光源サイズが小さいため，眼球レン

ズで収束され，網膜上のパワー密度が大きく増加する．放射光による障害発生は，照射強度，

波長，露光時間，光ビームの性質などに依存するため，それらを考慮した安全取り扱い基準が

国際的に検討されている．人体に対する人工放射光の安全基準については，国際電気委員会

IEC/TC76 において規格化作業が行われ，1984 年に IEC825“Radiation safety of laser products, 
equipment classification, requirements and user’s guide” が制定された．その後，数回の改訂が行

われ，IEC60825-1 Amendment 2 としてまとめられている 38)． 
 光の放射レベルが安全か否かは，最大許容露光量（MPE：Maximum Permissible Exposure）が

基準となり，眼及び皮膚に対する指標が波長と露光時間で定められている．MPE は，動物実験

などから障害発生率が 50 %となる露光量の 1/10 とされ，規定面積当たりのパワー密度で与え

られる．したがって，眼の水晶体で集光される波長範囲（400～1400 nm）では，2 桁以上も眼
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の方が皮膚に対して MPE 値は低くなる．1400 nm より波長の長いレーザ光がアイセーフと言

われるのは，網膜上に集光されないためである． 
 光無線通信に関する安全規格は，近年 IEC 60825-12（光無線通信システムの安全）として独

立したシステム規格として扱われることになった 39)．光無線通信システムのため新たに導入さ

れた概念は，アクセスレベルの導入とロケーション分類によるエリア管理の概念である．本規

格については，光無線通信システム推進協議会において安全ガイドライン 40) としてやさしく

紹介しているので参照されたい． 
 
むすび 

 古くて新しい技術である光無線通信は，光ファイバ通信をはじめとする様々な要素技術を取

り込む形で進化してきた．他方では，リモコンや携帯電話の赤外線通信機能のように，我々が

特段の意識をしないほど利用が広まった分野がある一方，無線通信（放送や家庭内無線 LAN）

のように通信として意識する分野ではそれほど身近な存在とはなっていない．しかしながら，

光波領域は無線通信にとって非常に大きな周波数資源であり，その潜在能力は非常に大きなも

のである．今後，一層の進展が確実である光ファイバ網とユビキタスな通信環境への欲求は，

無線と光ファイバ網の融合をより強く求めるであろう．光ファイバと無線，両者の特徴を有す

る光無線通信は，両者をそれぞれ補完し，スムーズに結合できる能力を秘めている．今後の更

なる技術開発と応用分野の開拓により，より多くのシーンでその利用範囲を拡大していくこと

が期待される． 
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